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七

年
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月

十

日

参

議

院

内

閣

委

員

会

民
間
資
金
等
の
活
用
に
よ
る
公
共
施
設
等
の
整
備
等
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対

す
る
附
帯
決
議

政
府
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
り
、
次
の
諸
点
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
ず
べ
き
で
あ
る
。

一

指
定
管
理
者
制
度
や
包
括
的
民
間
委
託
な
ど
多
様
な
手
法
を
活
用
し
、
官
民
連
携
事
業
の
推
進
に
努
め
る
こ
と
。
ま
た
、

手
法
の
選
択
及
び
民
間
事
業
者
の
選
定
に
お
い
て
は
手
続
の
透
明
性
が
確
保
さ
れ
る
よ
う
十
分
に
留
意
す
る
こ
と
。

二

民
間
事
業
者
へ
の
公
務
員
の
派
遣
等
に
当
た
っ
て
は
、
民
間
事
業
者
か
ら
の
要
請
を
十
分
踏
ま
え
て
実
施
す
る
も
の
と

し
、
公
務
員
の
新
た
な
天
下
り
の
手
段
と
の
疑
念
を
抱
か
れ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
そ
の
運
用
に
万
全
を
期
す
こ
と
。

三

公
共
施
設
等
の
整
備
等
に
当
た
っ
て
は
、
公
費
負
担
の
抑
制
の
観
点
か
ら
も
、
事
業
規
模
に
応
じ
、
ま
た
地
域
の
実
情
を

踏
ま
え
、
事
前
に
官
民
連
携
事
業
で
の
実
施
可
否
を
検
討
す
る
仕
組
み
の
構
築
に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


